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資料６ 



生活衛生関係対策事業費補助金の審査・評価 
の仕組み 

１．基本的考え方 

２．審査・評価に関するフロー図 

採択方針、特別課題（先進的モデル
事業）の決定 

 申請された事業は、審査・評価会で関係営業の振興・公衆衛生の確保と的確な効果測定の
観点から評価 

 採択事業、採択事業毎の交付額の概要は厚生労働省HPにおいて公開 

審査・評価会の構成員の選任 

審査・評価会での審査 
 ○採択方針に基づき審査 
  ○採択事業及び配分額の決定 

交付申請・交付決定 

事業の実施 

中間時点での意見交換 

事後評価・成果の公表 

採択方針、特別課題の決定 
公正な構成員の選任 

実施要綱・交付要綱 

の公表 
(組合・連合会) 

(全国センター・都道府県センター) 

採択事業の決定 

意見交換・事後評価の適切な反映 

○採択経過を公表 
○評価内容は被評価者に開示 
○採択事業は厚生労働省HPに 
   公開 

※事業実施者の代表との意見 
  交換 
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平成２３年度における審査・評価の流れ 

・採択方針・特別課題  
 （先進的モデル事業） 
 の決定 

○平成23年3月31日＜第７回生活衛生関係営業の振興に関する検討会で決定＞ 

・実施要綱・交付要綱 

 の公表 

○平成23年4月1日  ＜実施要綱公表＞ 
○平成23年6月13日 ＜交付要綱公表＞ 

・審査・評価会における 
 審査 
 
・採択事業の決定 

○平成23年6月30日 ＜第2回審査・評価会・補助金（震災関係）＞ 
                  （→ 平成23年7月7日内示 ） 
○平成23年8月4日   ＜第3回審査・評価会・補助金（連合会・組合）＞ 
                  （→ 平成23年9月9日内示 ） 
○平成23年8月18日 ＜第4回審査・評価会・補助金（全国センター・都道府県）＞ 
                  （→ 平成23年9月9日内示 ） 

・交付申請・交付決定 

・事業の実施 

○平成23年9月26日          ＜交付申請締切＞ 
○平成23年10月中（予定）     ＜交付決定＞ 

・中間時点での意見交換 

○平成23年11月17日＜第5回審査・評価会＞ 

・採択方針・特別課題  
 （先進的モデル事業） 
 の決定 

○平成24年1月～2月（予定）  

・事後評価・成果の公表 ○平成24年5月～6月（予定）   ＜審査・評価会＞ → 平成24年度事業採択に反映 

 採択方針と特別課題（先進的モデル事業）を決定 

 効果測定が可能な事業の実施体制となっているか確認、助言 

 先進的モデル事業（特別課題）が関係営業の課題解決に則した事業とな
っているか確認、助言 

 採択方針と特別課題（先進的モデル事業）を決定 



１．構成 

 審査・評価会は、構成員６～１０名以内
で構成する。 

 構成員は、学識経験のある者その他適
当と認める者のうち、主として以下に掲
げる識見を有する者から、厚生労働省
健康局長が選任する。 

 

     

 

 

 

 

 座長及び副座長を１人置き、構成員の互
選により定める。 

 

審査・評価会の構成等 

生活衛生関係対策事業費補助金に係る事業の外部評価の実施、評価結果の公開等により政
策目的の達成状況の検証と事業の適切かつ効果的な実施を図り、事業成果を生活衛生関係の
持続的な発展につなげるため、生活衛生関係営業対策事業費補助金審査・評価会を設置する。 

２．会議 

 審査・評価会は、必要のつど座長が招集
する。 

 審査・評価会は、２分の１以上の構成員
の出席をもって開催する。  

 審査・評価会の会議は、公開する。ただし
事業の審査、決定に係る審議については
非公開とし、審査・評価終了後の適切な
時期に、審査・評価の経過について、厚生
労働省のホームページで公表する。 

 審査・評価会の議事は、出席した構成
員の過半数をもって決し、可否同数のと
きは、座長の決するところによる。 

 審査・評価会の構成員は、自らが現在所
属する機関の始業については、審査・評価
しないものとする。 

 

・法制に関して識見を有する者 
・中小企業の経営に関して識見を有する者 
・公衆衛生の確保について識見を有する者 
・生活衛生関係営業の振興に関して識見を 
  有する者 
・消費者の立場から識見を有する者 
・政策評価について識見を有する者 
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審査・評価会構成員名簿 

氏名 所属・役職

 　安達　幸男 (財)全国生活衛生営業指導センター主事

△武井　　寿 早稲田大学商学学術院教授

 　飛松　純一
東京大学大学院法学政治学研究科准教授
（森・濱田松本法律事務所）

○原田　一郎 東海大学教養学部教授

 　前野　春枝 (社)全国消費生活相談員協会参与

　 松本　邦愛 東邦大学医学部社会医学講座医療政策経営科学分野講師

○座長　　△副座長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（五十音順、敬称略）



生活衛生関係対策事業費補助金の採択方針 

狙   い 内   容 

効果測定が可能な事業
の実施 

○成果指標、活動指標を明確にした事業の実施 
 
 
 
 
○主な事業について、期待される効果を簡潔に整理(生活衛生関係対策事業費補助 
   金の意義について広報) 

戦略性の強化 

○各関係営業の課題に即した事業の実施 
 
 
 
 
 
○事業年度の中間で審査・評価会と関係団体との間で翌年度の先進的モデル事業(特 
   別課題)について意見交換 
○先進的モデル事業(特別課題)の実施は複数の都道府県組合からの手上げ方式、連 
   合会が実施する方式が考えられる。全国センター等のシンクタンクの支援(委託)を受け 
   た実施も考えられる。 

組合活動の活性化 

○組合等の役割・魅力の明確化 

     
 
 補助金による事業内容に組合員を対象とする税制、融資等の内容を盛り込

み、その意義を説明することで組合への加入促進等につなげる 

 審査・評価会でまとめる生活衛生関係営業の課題に即した先進的モデル事
業(特別課題への対応) 

 各地域、営業者の実情に即した各団体提案型事業(成果目標の明確化を
前提) 

 審査・評価会で審査、採択、評価 

 関係者が新しい仕組みに不慣れで混乱・当惑することがないよう、丁寧な説
明を前提に、改革を徐々に進める 
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連合会及び組合が実施する団体提案型事業 

課題 業種、地域の特性に応じて提案される生活衛生関係営業の振興を図るための事業 

先進的モデル事業（特別課題） 

番号 関係業種等 指定課題 

１ 理容業・美容業 一人の理容師・美容師が営業しているお店への管理理容師・管理美容師の設置促進 

２ 理容業 就職難時代を乗り切る「就活ヘア」の普及 

３ 美容業 
新しい消費者ニーズに対応したパーマネント・ウェーブ用剤・染毛剤等の新商品の安全・安心を確保するための技術の
普及 

４ クリーニング業 クリーニング師研修の受講率向上 

５ クリーニング業 新クリーニング機税制の活用促進 

６ 公衆浴場業 幼稚園・保育園、関係団体と連携を取った安全な入浴の普及（「浴育」） 

７ 飲食業 受動喫煙防止の推進 

８ 
氷雪販売業 
社交飲食業 
中華料理業 

組合未設置県の結成促進等 

９ 食肉販売業 
喫茶店営業 

商店街の活性化、新たな買い物機能の提供 

１０ 食鳥肉販売業 消費者への鶏肉の知識普及促進 

１１ 旅館業 トコジラミ対策の推進 

１２ 興行場営業 弱小興行場へのデジタル化の推進 

１３ 共通課題 後継者の育成、障害者を始めとする多様な人材の活用促進 

１４ 共通課題 生活衛生関係営業者の融資を促進する効率的な仕組みの開発 

１５ 共通課題 東日本大震災被災地において生活衛生関係営業による地域の再生に資する事業 

１６ 共通課題 食品衛生等衛生規制の遵守に基づく健康危機の未然防止の推進に資する事業 

全国生活衛生同業組合連合会及び生活衛生同業組合が実施する事業 
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種別 本数 

団体提案型事業 ２８ 

先進的モデル事業（特別課題） ２７ 

先進的モデル事業（特別課題）内訳 

１ 理容業・美容業 ０ 

２ 理容業 ２ 

３ 美容業 ０ 

４ クリーニング業 １ 

５ クリーニング業 １ 

６ 公衆浴場業 １ 

７ 飲食店営業 ０ 

８ 
氷雪販売業 
社交飲食業 
中華料理業 

２ 

９ 食肉販売業 
喫茶店営業 

１ 

１０ 食鳥肉販売業 ０ 

１１ 旅館業 ０ 

１２ 興行場営業 ０ 

１３ 共通課題 ３ 

１４ 共通課題 ０ 

１５ 共通課題 ９ 

１６ 共通課題 ７ 

１．課題種別 ２．業種別 

種別 本数 

１ 理容業 ６ 

２ 美容業 ４ 

３ 興行場営業 ２ 

４ クリーニング業 ３ 

５ 公衆浴場業 ２ 

６ 旅館業 ２ 

７ めん類 ６ 

８ 氷雪販売業 １ 

９ 食肉販売業 ２ 

１０ 飲食店営業 ６ 

１１ すし店 ５ 

１２ 食鳥肉販売業 ４ 

１３ 喫茶店営業 ４ 

１４ 中華料理業 ２ 

１５ 社交飲食業 ４ 

１６ 料理業 ２ 

計 ５５ 

※第２回生活衛生関係営業対策事業費補助金審査・評価会審査分は除く 
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中間時点での意見交換における論点（案） 

 効果測定が可能な事業の実施体制となっているか 

 先進的モデル事業（特別課題）が関係営業の課題解決に役立つ事業
となっているか 

 事業の採択までの過程に関する問題点 

 事業の実施上の問題点 

 生活衛生関係営業の課題にどう対応するか 

 翌年度に実施が期待される先進的モデル事業（特別課題）について 


